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会議次第 

１ 開会 
 

２ 議事 

 （１） 「第２次さがみはら都市経営指針実行計画」平成３０年度の取

組結果評価に関する建議書（案）について 

 

（２） 「第２次さがみはら都市経営指針実行計画」の指標の変更等に

ついて 

 

３ その他 



審  議  経  過 

１ 開会 

定足数及び傍聴者の確認を行い、経営評価委員会を開会した。 

主な内容は次のとおり。 

 

２ 議事 

・ これまでの委員会の審議を踏まえ、「第２次さがみはら都市経営指針実行計画」平

成３０年度の取組結果評価の建議書案について、事務局より説明し、建議書案の最

終とりまとめを行った。 

 

（以下、質疑応答・意見交換 ○は委員の発言、●は事務局の発言） 

・ 議事（１） 

● 取組項目３９（生活保護受給者の就労による自立支援）について、前回ご審議いた

だいたが、局評価Ｂとなっているものの、実績値は目標の８割以下となっている。他

の項目との評価の整合性も含め、委員会としてＢとするか、Ｃとするか再度審議をお

願いしたい。 

〇 局評価でＢ評価としている理由はどのようなことか。 

● 取組に関して、投資経費以上の効果を出していることから、事業成果は出ていると

いった部分も含め、評価をＢとしている。 

〇 評価基準を改めて確認したい。 

● 目標を達成している場合は、Ａ評価、目標の８割を超える場合はＢ評価、目標の８

割未満の場合はＣ評価とする基準となっており、数値目標がある場合は、目標値に対

する実績値で評価を行うこととなる。 

〇 基準においては、Ｃ評価が相当であるが、取組が十分に行われている点を意見とし

て明示する形でよいのではないか。 

〇 評価基準が数値のみであるため、評価のあり方については改めて検討を行うほうが

良い。 

〇 当該取組項目は、扶助費の削減も目標となっているが、例えば、支給額の多い世帯

を中心に取組を進めることが本来の目的ではない。このことからも削減額だけをもっ

て評価を行うことは望ましくないと考える。また、効果は出しているものの、投入経

費は前年度より増額しており、効果額は減額している。民間企業であれば、当該事項

を理由に評価を上げるのには疑義がある。評価を上げる取組であれば、投入経費の削

減等を図るべきである。 

● 評価結果は「Ｃ」とし、記載内容も含め修正する。 

〇 全体意見について、取組が遅れている項目が増えているという点からも、取組を進

めるためには、踏み込んだ分析が必要である。取組が遅れている要因をこれまで以上

に、客観的な分析を行うといったような記載が必要ではないか。 

 

 

 



● 現在の記載が、分析し、説明を行い、新たな取組を積極的に行うといった部分を一

つの項目として記載しているが、分析に関しては、より踏み込んだ内容となるよう、

分析及び説明を一つの項目とし、新たな取組の積極的な実施と分けるようにし、記載

方法もこれまで以上の分析を行うよう工夫する。 
 

・ 議事（２） 
〇 指標の変更について、より適切な制度設計は事務局で行うということで良いか。 
● 制度設計については、適切な変更スキーム等は事務局で行う。 

 
３ 閉会 
全ての審議が終了し、閉会した。 

 
以 上   
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